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『プレステップ法学』第 4 版で学習中の皆さんへ 

第 3章「消費者法」に関する法改正情報の追加解説 

 

１ 2021 年の特定商取引法一部改正の施行について 

 デジタル社会に対応するため、2021年 6月に特定商取引法の一部の規定が改正され、そ

の主要部分が 2022年 6月 1日から施行されました。クーリング・オフの行使方法が書面に

限られなくなり、電子メール等でもできるようになりました。また、通信販売広告に対する

規制が厳しくなり、通信販売固有の新しい取消権も誕生しました。以下に要点を解説します。 

 

２ クーリング・オフのやり方について 

 本書（第 4刷）31頁の下から 7行目において、「ただし、クーリング・オフをするために

は、業者に対して書面で通知しなければならない。クーリング・オフをしたか、していない

かで争いが起きないようにするためである。」という記述があります。また、33頁のチャー

トの一番下の青い部分の黒字のカッコ内に、「申込みの撤回、契約の解除を書面で行う」と

あります。 

 今回の改正により、電子メールなどによるクーリング・オフができるようになりました。

電子メール以外には、アプリ上のメッセージ機能や事業者ウェブサイトのフォームの利用、

USBメモリの送付でも大丈夫です。また、FAXを用いたものも可能となります。 

 電子メールの場合も、事業者ウェブサイト上のクーリング・オフ専用フォームの場合も、

事業者と消費者の間で、送った、届いていない、といったトラブルの発生が考えられます。

望ましいやり方は、事業者側で自動返信機能を導入して、電子メール等でクーリング・オフ

を受けた場合は、消費者に対し速やかにその受け付けを電子メール等で連絡することです。

諸外国の立法では、電子メール等でクーリング・オフを受け付けた旨の事業者の消費者への

連絡義務が法定されています（2013年ブラジル電子商取引デクレト 5条 4項）。 

 消費者の側では、事業者ウェブサイトの専用フォームを利用する場合は、専用フォームの

指示に従って必要事項を記入すればよいのであまり問題はないでしょう。しかし、電子メー

ルの場合は、書面によるクーリング・オフのときと同じように、事業者が、いつ誰としたど

のような内容の契約がクーリング・オフされるのか分かるように、必要情報（契約年月日、

契約者名、購入品名、契約金額等）およびクーリング・オフの通知を発した日を記載しまし

ょう。また、クーリング・オフを行った証拠を保存するために、電子メールであれば送信メ



2 

 

ールを保存しておくとか、ウェブサイトのクーリング・オフ専用フォーム等であれば画面の

スクリーンショットを残しておくのが望ましいです。 

 

３ クーリング・オフの起算点について 

クーリング・オフの起算点に関する記述が、33頁本文や 36頁のクーリング・オフと返品

制度の対象図に出てきています。起算点に関連しては、2021 年改正法の一内容として、事

業者が交付する契約書面の電子化も入っていますが、その施行時期は未定で 2023 年 6 月

15 日までの政令で定めるということです。これが施行された場合は、電子契約書が交付さ

れると、その電子契約書の到達日がクーリング・オフ行使期間の起算日になります。2022

年 6月現在、消費者庁の検討会にて、具体的な到達時期に関する議論が行われています（例

えば、受信者のメールサーバーに記録された時点で到達したことにするか、あるいは電子契

約書のデータを実際に閲覧・保存したときとするのか等）。 

 ちなみに、クーリング・オフの効力発生時期については、「発信主義」のまま変更ありま

せん。書面又は電磁的記録を発信した時点でクーリング・オフの効力が生じます（特商法 9

条 2項、24条 2項等）。クーリング・オフの連絡が実際に事業者に到達した時点ではありま

せん（意思表示の到達主義（民法 97条 1項）の例外になります）。 

 

４ 通信販売規制強化と特定申込みの取消権の導入について〔新設ルール〕 

 近年、動画配信サービス（Netflix等）や音楽配信サービス（Apple Music等）を中心に、

サブスクリプション型の定額制サービス契約（通称サブスク）の利用が増加しています。ま

た、商品売買の場面でも、ダイエットサプリなどの健康食品や美容商品を中心に、「初回無

料」などと誘い込んで、定期購入契約を締結させるトラブルが急増しています。そこで、通

信販売取引一般の表示規制を強化し、広告表示事項の追加・拡大が行われました。 

 さらに、事業者所定の形式による「特定申込み」とその取消権についての規定が導入され、

申込みの撤回や契約の解除を妨害する行為についても新たな規制がされています（通信販

売はクーリング・オフの対象外ですが、通信販売の返品制度を含めた契約解除に関する事項

についても適正な説明がなされる必要があるためです）。これらは事業者向けの規制ですの

で詳細は省略しますが、関心のある人はインターネットで消費者庁の解説などを参照して

ください。                             以上 

 

教科書ご採用の先生方へ  編者から差し上げました、改正法解説ご参考資料の中の「2013年ブラジル電子商取引デク

レト 4条 3項」という記述は、「2013年ブラジル電子商取引デクレト５条４項」と訂正させていただきます。 


